


71兆ドル世界市場か

　（一社）日本経済団体連合会
（経団連）は３月、日本政府に対
して「戦略的なインフラシステム
の海外展開に向けて」と題する
2020年度版の提言を公表した。
主な内容は（Ⅰ）環境変化を踏ま
えたインフラシステムの海外展開
の推進、（Ⅱ）戦略的なインフラ
システムの海外展開に向けた具体
的要望、（Ⅲ）with／postコロ
ナ時代における重点分野などであ
る。
　それによると、まず世界のイン
フラ市場は、今後一層拡大という
前提に立っている。経済協力開発
機構（OECD）は、2000～30年
におけるインフラ投資額の累計が
71兆ドルと推計する。また、ア
ジア開発銀行（ADB）の推計で
は、2016年～30年までのアジア
のインフラ需要は22兆6,000億ド
ル（年間１兆5,000億ドル超）。
気候変動の緩和や適応への必要額
を含めた場合は、26兆ドル（年
間１兆7,000億ドル超）に上る。

提言書では、日本は今後、このよ
うなインフラ世界市場を戦略的に
取り込んでいく必要があるとして
いる。
　インフラシステムの環境変化に
ついては、以下のように指摘する。
　（１）新型コロナウイルスの世
界的な感染拡大で、事業の遅延や
中断などが発生。（２）コロナの
感染拡大によって、とりわけデジ
タルトランスフォーメーション
（DX）が重視されるようになり、
インフラシステムのDXへの取り
組みを加速させる必要がある。
（３）気候変動への危機感が世界
的に高まる中で、脱炭素化への取
り組み強化が求められている。日
本としては独自の優れた環境技術
を活用したグリーンインフラシス
テムの海外展開が求められる。
（４）国際協調を重視する米国の
バイデン新政権の下で、国際経済
秩序の再構築が期待される。日本
としても「自由で開かれたインド
太平洋」（FOIP）の実現を目指
し、経済連携を通じて地域間協力
関係を深めるとともに、グローバ

ルなヒト・モノ・カネ・データの
円滑な移動と連結を追求する必要
がある。

４項目の政府への要望

　政府は2021年以降の５年間を
見据えた新戦略「インフラシステ
ム海外展開戦略2025」を20年12
月にまとめた。それは、（１）
「カーボン・ニュートラル、デジ
タル変革に対応した産業競争力の
向上による経済成長の実現」、
（２）「SDGs達成への貢献」、
（３）「質高のインフラ海外展
開」を掲げるとともに、25年の
受注目標額を34兆円に設定した。
　政府はこれまで首相や官僚のト
ップセールスを強化し、海外のイ
ンフラプロジェクトを獲得してき
た。さらにはハイスペック借款創
設や円借款、本邦技術活用条件
（STEP）の活用を進め、機関投
資家向けの貿易保険スキームの創
設などの貿易保険の拡充、「質の
高いインフラ」のルール整備や国
際標準化に取り組むなど、日本企
業の海外展開を支援してきた。経

団連は政府のこうした努力を高く
評価している。
　提言とも言うべき経団連の具体
的な要望は次の通り。
　第１、世界が直面する課題への
対応。（１）「世界が直面する課
題の対応」で、次の４項目を挙げ
ている。①新型コロナウイルスの
感染対策および支援強化、②イン
フラシステムにおけるDXの推進、
③グリーンインフラ整備の取り組
み強化、④FOIPの実現。
　第２、案件獲得に向けた推進体
制の強化。（１）司令塔機能の強
化および予算措置の拡充、（２）
トップセールスの一層の強化、
（３）第三国市場での連携。
　第３、官民連携を通じた公的施
策の推進。（１）O&Mへの重点
支援（デジタル技術を活用した高
度なO&Mのみならず、アフリカ
などのホスト国の実情に合った
O&Mも対象にすることが重要と
している）、（２）国際標準化や
国際ルール整備の戦略的展開、
（３）日本企業主導で現地企業と
連携しながら価値を共創する
CORE JAPANプロジェクトを官
民連携で加速させる、（４）PPP
促進に向けた支援強化、（５）人
材招聘の戦略的推進、（６）安全
対策の一層の推進。
　第４、ファイナンス等支援の強
化。（１）ODA（円借款、無償
資金協力、技術協力）、（２）
JICA海外投融資、（３）JBIC投
融資、（４）日本貿易保険
（NEXI）、（５）その他の独立
行政法人など。
（５）においては海外インフラプ

ロジェクト・事業
のリスクを軽減し、
民間投資を一層促
進するためには公
的資金を活用した
ファンドによる投
資拡充などが有効
と考えられる。例
えば、インドネシ
アでは最大150億
ドル規模の政府系
インフラ・ファン
ドの新設を計画しているという。

コロナ時代の重点分野

　最後にwith／postコロナ時代
における重点分野として、（１）
グリーンインフラ（脱炭素化に資
する環境エネルギーインフラ）、
（２）デジタルインフラの整備、
（３）スマートシティの推進、
（４）健康医療インフラ、（５）
生活・社会基盤インフラなどを挙
げている。
　これらに加える私的な意見があ
るとしたら、第１に総合商社の役
割、第２に開発計画作りで優れた
能力をもつODA系の開発コンサ
ルタントの役割である。まず、開
発計画の情報、動向を現場の第一
線で関わり得る総合商社の役割を
改めて考え直す必要があるのでは
なかろうか。現在はそういう時代
ではないと言われるかもしれない
が、改めて総合商社の役割を再考
してみてはどうだろうか。
　次いでODA系の開発コンサル
ティング能力は、インフラ企画・
計画の段階から深く関わることが
できることだ。ODAを戦略的に

活用するならば、時間は少々かか
るが、総合開発計画段階から推し
進める必要がある。総合開発計画
作りは時間と費用ばかりかかって
有効でないとする意見もあるが、
相手の懐に深く入り込み、信頼を
得る一つの手段として有効だと考
える。
　ある程度の時間をかけて信頼を
得ながら相手の懐に入り込まずに、
手っ取り早くインフラプロジェク
トを日本の手中に収めることは容
易なことではない。つまり論理的、
技術的、そして人間的信頼が「戦
略的なインフラシステムの海外展
開」の要諦ではなかろうか。
　多くの途上国の場合、開発計画
を担当する人びとは、欧米の一流
大学で学んだ超エリート官僚たち
であり、その頭脳は明晰で理論的
である。ただ、彼らは実践を知ら
ない行政マンだ。だから、協力す
る側に実践と理論を整然と語れる
人材が求められる。ところが、日
本側でそうした人材が確保される
かどうか、大きな不安が残されて
いる。その意味で、日本の前途に
楽観は許されない。

経団連の政府への要望
戦略的インフラ輸出の促進
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円借款で整備された、中国湖南省長沙から奥深い山間部にある五強渓ダム
＝1995年、筆者撮影



特集

太平洋 新たなうねり
変わる勢力図と島サミットの行方

６月28日、第９回太平洋・島サミット（PALM９）が開かれる（４月１日時点の外務省発表）。PALMは３年に
一度、東京や沖縄、福島など日本各地で開かれ、太平洋島嶼国との関係強化を図ってきた。だが今回
は、コロナ禍によりテレビ会議方式へと変更された。距離の垣根を超え、日本は太平洋島嶼国との関係
強化をいかに図っていくか。戦略の練り直しが必要だ。そのためには、「自由で開かれたインド太平洋」
（FOIP）の文脈で語られることの多いこの地域をより多角的な視点で分析し、各国のニーズを丁寧に
拾っていくことが求められている。
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バヌアツの首都ポートビラの街並み＝2017年、編集部撮影

1．PIF脱退騒動を読み解く
     寄稿：太平洋の勢力図にも影響か　東海大学 専任講師　黒崎 岳大氏
     島嶼国が望む“ブルーパシフィック”　
      南太平洋大学（USP）　政治･国際関係学部　学部長・准教授　サンドラ・タルト氏

2．注目分野
     インフラ  強靭なインフラに公的支援が不可欠
     民間投資  未だ発展途上の経済関係

3．PALM9に向けて
     “共創”路線の継続と強化を
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太平洋 新たなうねり～変わる勢力図と島サミットの行方

早稲田大学大学院文学研究科で博士号を取得。在マーシ
ャル日本国大使館専門調査員、外務省アジア大洋州局事
務官などを歴任。太平洋諸島センター（PIC）に副所長として
勤務。2018年より現職

寄　稿
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NZとの連携を強めてPIFを軸と
した地域共同体にまで発展させた
いポリネシア、そしてPIFは気候
変動などの地域共通の課題を話し
合うための協議の場に過ぎないと
みなすミクロネシアという３つの
サブリージョン内での連携が強ま
り、メラネシアン・スピアヘッ
ド・グループなどPIFとは異なる
枠組みのグループが台頭していっ
た。

中国にとっては好機か

　このようにPIF内部でPIFとの
スタンスや将来像をめぐり違いが
明らかになってくる中で生じたの
が、今般のミクロネシア諸国の
PIFからの離脱騒動である。PIF
事務局長がこれまでポリネシア、
メラネシアから輩出されてきた中、
「紳士協定として次は自分たちの
グループの番だ」と考えてきたミ
クロネシア諸国が、今回の選挙結
果を「ミクロネシアの存在が軽視
されている」と受けとったのは当
然のことであろう。一方で、ポリ
ネシアやメラネシア諸国は、ミク
ロネシア諸国推薦の候補者に難色
を示した理由として、コロナ禍に
より直接会って協議する機会がな
い中での「各国間での意思疎通の
不十分さ」などを挙げている。だ
が、上述の通り地域統合・地域共
同体構想へと進めている現在のプ
ロセスをより一層進展させる上で、
どちらかと言えば消極的な態度で
あるミクロネシア出身の候補者に
対して不安感を覚えていたという
のが本音のところだろう。

　この一連の動向は、太平洋諸島
のみならず、今後の太平洋全体の
パワーバランスにも大きな影響を
与えることになるだろう。今回の
混乱で大きな失態を犯したのは、
PIF加盟国でもある豪・NZであ
る。秘密裡に行われた選挙である
ため実際の投票行動は確定できな
いが、明らかに両国はプナ候補を
推していたと思われる。両国は
PIFを核とした地域統合のけん引
役であるから当然ではあるが、む
しろ両国の行動がPIF分裂の誘因
となった。地域内でのサブリージ
ョナルグループ化が進んでいるこ
とを理解し、PIF内の融和を図る
ことを第一と考えれば、このよう
な判断はしなかったはずである。
両国政府の外交センスの欠如か、
ミクロネシア諸国の排除もやむを
得ないという高度な政治判断かは
兎も角、今回の混乱を引き起こし
た責任は両国にあることは間違い
ない。
　他方、この事態を好機と考えて
いるのは中国だろう。現在、中国
と国交を結んでいない島嶼国は４
カ国ある。うち３カ国が現在PIF
脱退を表明しているのだ。つまり
脱退が成立すれば、ツバル以外の
全てのPIF加盟国が中国と国交を
有することになる。仮にツバルと
の外交関係を獲得すれば、中国は
PIF全体の支持を掌握することに
なり、国連をはじめとした国際場
裏でのプレゼンスはさらに高まる
だろう。そしてハワイからグアム
へとつながる北半球の米国の制海
権と豪・NZの間に、アジアから

南米につながる軍事的な回廊を作
り出すことになるかもしれない。

“仲介役”か“調整役”か

　ただ、実際にミクロネシア諸国
がPIFから脱退することになるの
は来年の２月だ。それまでの間に
豪・NZをはじめとした加盟国が、
離脱を思い止まらせようと水面下
での交渉を行っていくだろう。こ
のような状況の中で、今年、日本
がホスト役となり太平洋島嶼国同
士が議論する場として、第９回太
平洋・島サミット（PALM9）が
開かれる。今回はコロナ禍の状況
を加味し、初のオンライン開催と
なった。対面による個別の意見調
整などができないことから、共同
議長でもある日本の役割がこれま
で以上に重要となる。
　日本は、ミクロネシア諸国とは
歴史的経緯に加え、水産資源や観
光業などで結びつきが極めて強い。
また他のPIF島嶼国にとっても、
建国以来、港湾や道路などの社会
インフラ整備に多額の政府開発援
助（ODA）を実施してきた実績
から、日本は重要なパートナーと
して評価されている。その意味で
は、ミクロネシア諸国と他のPIF
加盟国との“仲介者”として相応
しいポジションにあると言える。
日本は両者の調停役として地域統
合を進めるPIFの発展に寄与して
いくのか、または別の選択肢を提
示して島嶼国と新たな連携のため
の枠組みを作っていくのか、外交
上極めて重要な選択が迫られてい
ると言えるだろう。

事務局長の選出での対立

　２月８日に開催されたPIF首脳
会議の主要テーマは、次期PIF事
務局長の選出であった。当初、
「次期事務局長はこれまでの歴史
的経緯に基づきミクロネシアから
選出するのが道理だ」と考えたミ
クロネシア５カ国は、マーシャル
諸島のジェラルド・ザキオス候補
を共同で推薦した。ところが、南
半球の加盟国が同候補では納得せ
ず、選挙戦となり、クック諸島前
首相のヘンリー・プナ候補が選出
された。この結果に納得のいかな
いミクロネシア５カ国は、PIFか
らの離脱を表明した。この混乱は
PIF内外に大きな衝撃を与えてい
る。

会議体から始まった共同体構想

　PIFは、1960年代以降に独立
した島嶼国を中心に地域の政治・
経済問題について協議するべく、
71年に設立された地域協力機構

である。オーストラリアとニュー
ジーランドも、島嶼国を支える形
でPIFに加盟した。当初は、加盟
国の持ち回りで開催される年次会
合において、核実験問題や他地域
との経済交渉が話し合われる協議
の場として位置づけられてきた。
しかし、21世紀に入ると、米国
の同時多発テロなどを経験する中
で豪はインドネシアからメラネシ
ア・ポリネシア地域へとつながる
地帯がテロの温床になることを懸
念するようになる。そして島嶼国
に対して、経済支援や安全保障分
野での積極的な関与を強めた。と
りわけ、2000年代半ばにはPIF
事務局長に初めて豪州人が就任す
ると、彼を中心にPIFを核とした
地域統合（パシフィック・プラン）
の動きを進めるべく各国首脳に協
力を求めるようになっていった。
　さらに、2015年にはパシフィ
ック・プランを拡大させる形で、
より強固な地域統合として欧州連
合（EU）のような地域共同体の

形成を念頭に置いた「パシフィッ
ク・リージョナリズム」が提案さ
れた。この過程を通じて、PIFの
常設事務機関であるPIF事務局の
影響力が強まっていく。また当時
は加盟各国が人材面・財政面とも
に十分でない状況にあったことも
あり、グローバルな課題に対して
PIF事務局が国連などでPIFの代
表として発言するなど、その存在
感はますます高まっていった。
　ただ、この動きに対し島嶼国側
では必ずしも好意的な姿勢ばかり
ではない。フィジーなど、PIF内
での影響力を強める豪・NZに反
発する国も現れた。結果、相対的
に存在感を増すことになったのが、
メラネシア、ポリネシア、ミクロ
ネシアという３区分に基づいて作
られたサブリージョナルグループ
である。具体的には、人口・国土
面積・資源の豊富さを背景に豪・
NZに依存せず、自分たちだけの
経済統合を進めたいメラネシア、
移民のネットワークを背景に豪・

島嶼国５カ国の太平洋諸島フォーラム（PIF）からの脱退表明を受け
て、太平洋島嶼地域のリージョナリズムは揺らぎ始めている。この地
殻変動の原因は何なのか。連携することで国際社会における存在感
を高めてきたこれまでの「パシフィック・リージョナリズム」の変遷と、今
回の脱退騒動の背景とその影響について、同地域の国際情勢を長
年研究している東海大学の黒崎岳大氏の寄稿を掲載する。

PIF脱退騒動を読み解く1

東海大学　専任講師　黒崎 岳大氏

日本は外交方針の明確化を

太平洋の勢力図にも
影響か


